
福井県臨海工業用地等造成事業会計決算書



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年度福井県　　　臨海工業用地等造成事業決算報告書

（1）　収益的収入および支出

　収　入

　　　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　　　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

円

 第１款　造成事業収益 0

　 第１項　 営 業 収 益 0

　 第2項　 営業外収益 0

　支　出

　　　　　　　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　　額

円 円 円 円

 第１款　造成事業費用 609,000             0 0 0

　 第１項　 営 業 費 用 0 0 0 0

　 第2項　 営業外費用 609,000             0 0 0

172,869,000

円

173,408,000

△ 539,000

円

区　　　分
当初予算額

円

21,098,000

0

21,098,000

地方公営企業
法第24条第3
項の規定によ
る支出額に係
る財源充当額

補　正　予　算　額

215,302,000

232,853,000

△ 17,551,000

区　　分
当初予算額

予備費
支出額

流   用
増減額

地方公営企業
法第24条第3
項の規定によ
る支出額

補正予算額



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年度福井県　　　臨海工業用地等造成事業決算報告書

　　　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　　　　額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　　　　　　　　　　　額

円

0

0

0

（うち消費税および

地方消費税納付税額

 200円）

70,423

623

69,800

173,407,577

173,407,377

200

173,478,000

70,000

円 円

0

0

0

円

173,478,000

173,408,000

地方公営
企業法第
26条第2
項の規定
による繰
越額

備　　　考

備　　　考

△ 682,212

697

小　　　計

地方公営
企業法第
26条第2
項の規定
による繰
越額

合　　　計

円

△ 682,909

236,400,000

232,853,000

予 算 額 に 比 べ
合　　　計

（うち仮受消費税および地方消費税

決 算 額 の 増 減

円

3,547,000

決　算　額

円

173,408,000

決 算 額

70,000

円

737円）

円

235,717,788

232,853,697

不 用 額 

2,864,091



（2）　資本的収入および支出

　収　入

円 円 円 円 円

 第１款　資 本 的 収 入 55,176,000 0 55,176,000 0 0

　 　第１項 貸 付 金 返 還 金 54,857,000 0 54,857,000 0 0

　 　第２項 諸 収 入 319,000 0 319,000 0 0

　支　出

円 円 円 円 円

 第１款　資 本 的 支 出 709,309,000 △ 27,970,000 0 681,339,000 0

　　 第１項 臨 海 工 業 用 地 709,309,000 △ 27,970,000 0 681,339,000 0

等 造 成 事 業 費

　　　　　　資本的収入額が資本的支出額に不足する額551,879,895円は、消費税および地方消費税資本的　　　　　　　　　収支調整額537円、土地造成積立金3,916,000円、損益勘定留保資金547,963,358円で補てんした。
　　　　　

継続費逓次繰
越額に係る財
源充当額

区 分
当初予算額 補正予算額

流  用
増減額

小　　　計

地方公営企業
法第26条の規
定による繰越
額

　　　　　　　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　  　　　 　　　　　　 　　　 　　　　額

区　　　分

　　　　　　　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　  　　　 　　　　　 　 　　　　　　額

当初予算額 補正予算額 小　　計

地方公営企業法
第26条の規定に
よる繰越額に係る
財源充当額



円 円 円 円

0 607,059,034 0 74,279,966

0 607,059,034 0 74,279,966 （うち仮払消費税

および地方消費税

10,641,712円）

　　　　　　資本的収入額が資本的支出額に不足する額551,879,895円は、消費税および地方消費税資本的　　　　　　　　　収支調整額537円、土地造成積立金3,916,000円、損益勘定留保資金547,963,358円で補てんした。

決 算 額 の 増 減

円

3,13955,176,000

0

合　　　計

54,857,000

319,000 322,139 3,139

地方公営企業
法第26条の規
定による繰越
額

合　　　計
決　算　額継続費

逓   次
繰越額

　　　　　　　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　  　　　 　　　　　　 　　　 　　　　額 翌　年　度　繰　越　額

継続費
逓   次
繰越額

　　　　　　　　　　　　　　　　予　　　　　　　　　　　　　　　算　　　　　　  　　　 　　　　　 　 　　　　　　額

予 算 額 に 比 べ

円

不　用　額 備　　　考
合　　　計

備　　　考

円

0

0

円

681,339,000

681,339,000

円

0

0

54,857,000

決　算　額

円

55,179,139



(単位：円）

１．

(1) 232,853,697 232,853,697

２．

(1) 173,407,377 173,407,377

59,446,320

３．

(1) 2,863,354 2,863,354 2,863,354

62,309,674

62,309,674

1,045,233,396

3,916,000

1,111,459,070当年度未処分利益剰余金

経 常 利 益

令和３年度福井県臨海工業用地等造成事業損益計算書

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

営 業 外 収 益

雑 収 益

営 業 費 用

土 地 売 却 原 価

営 業 利 益

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

区　　　　　　　分 金　　　　　　　　　　　　　　　額

営 業 収 益

土 地 売 却 収 益



　　

（単位：円）

その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

利益
積立金

土地造成
積立金

未処分利益
剰余金

利益剰余金
合計

前年度末残高 346,243,000 100,000,000 100,000,000 154,638,629 929,294,000 1,569,696,396 2,653,629,025 3,099,872,025

前年度処分額 524,463,000 0 0 0 0 △ 524,463,000 △ 524,463,000 0

議会の議決による処分額 524,463,000 0 0 0 0 △ 524,463,000 △ 524,463,000 0

利益積立金への積立 0 0 0 0 0 0 0 0

資本金への組入 524,463,000 0 0 0 0 △ 524,463,000 △ 524,463,000 0

（繰越利益剰余金）

処分後残高 870,706,000 100,000,000 100,000,000 154,638,629 929,294,000 1,045,233,396 2,129,166,025 3,099,872,025

当年度変動額 0 0 0 0 △ 3,916,000 66,225,674 62,309,674 62,309,674

土地造成積立金の取り崩し 0 0 0 0 △ 3,916,000 3,916,000 0 0

当年度純利益 0 0 0 0 0 62,309,674 62,309,674 62,309,674

（当年度未処分利益剰余金）

当年度末残高 870,706,000 100,000,000 100,000,000 154,638,629 925,378,000 1,111,459,070 2,191,475,699 3,162,181,699

令和３年度福井県臨海工業用地等造成事業剰余金計算書
（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

資本金
資本
合計

利　益　剰　余　金資　本　剰　余　金

剰　          　余　            金

（単位：円）

資本金 資本剰余金 未処分利益剰余金

870,706,000 100,000,000 1,111,459,070

議会の議決による処分額 3,916,000 0 △ 3,916,000

土地造成積立金の積立 0 0 0

資本金への組入れ 3,916,000 0 △ 3,916,000

（繰越利益剰余金）

874,622,000 100,000,000 1,107,543,070

令和３年度福井県臨海工業用地等造成事業剰余金処分計算書（案）

当年度末残高

処分後残高



(単位：円）

資　 産　 の　 部

１．

(1)

イ 125,684,885,071 125,684,885,071

(2)

イ 4,158,716,000

ロ 100,000,000

4,258,716,000

129,943,601,071

２．

(1) 2,683,542,495

(2) 302,201

2,683,844,696

132,627,445,767

土 地 造 成 合 計

投 資 合 計

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

投 資

長 期 貸 付 金

出 資 金

土 地 造 成

未 成 土 地

（令和　４　 年　３　月　３１　日）

区          分

土 地 造 成

金                                      額

令和３年度福井県臨海工業用地等造成事業貸借対照表



負　 債　 の　 部

３．

(1) 114,857,406,993

(2) 13,064,208,623

(3)

イ 77,984,399

77,984,399

127,999,600,015

４．

(1)

イ 2,204,000

2,204,000

(2) 151,268,469

(3) 7,636,534

161,109,003

５．

(1) 1,304,555,050

1,304,555,050

129,465,264,068

資　 本　 の　 部

６． 870,706,000

７．

(1)

イ 100,000,000

100,000,000

(2)

イ 154,638,629

ロ 925,378,000

ハ 1,111,459,070

2,191,475,699

2,291,475,699

3,162,181,699

132,627,445,767

負 債 合 計

預 り 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

長 期 前 受 金

資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 積 立 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

土 地 造 成 積 立 金

固 定 負 債

未 精 算 原 価

流 動 負 債

未 払 金

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

未 成 原 価

退 職 給 付 引 当 金

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

引 当 金

引 当 金

区          分 金                                      額

mailto:l5gd@)４9gy
mailto:l5gd@)４9gy
mailto:l5gd@)４9gy
mailto:l5gd@)４9gy
mailto:l5gd@)４9gy
mailto:l5gd@)４9gy
mailto:l5gd@)４9gy


福井県臨海工業用地等造成事業会計事業報告書



1　 概　　況

（1） 総　括　事　項

（2）経営指標に関する事項

（3）議会議決事項

3. 11. 30 第419回定例福井県議会 第 78 号

3. 11. 30 第419回定例福井県議会 第 93 号

3. 12. 24 第419回定例福井県議会 第 88 号

4. 3. 16 第420回定例福井県議会 第 16 号

4. 3. 16 第420回定例福井県議会 第 120 号

（4）行政官庁許認可事項

（5）職員に関する事項

　費目別職種別現員調

会計任用 計 前年度 増減 備考

　 人 人 人 人

- 6 6 - 

人 人

福 井 臨 海 工 業 用 地 等
造 成 事 業 費 4 2

該当なし

科　　　　　目 事務職員 技術職員

令和2年度公営企業会計における剰余金の処分および決算の認定について

福井県一般職の職員等の給与に関する条例等の一部改正について

令和3年度福井県臨海工業用地等造成事業会計補正予算（第1号）

令和4年度福井県臨海工業用地等造成事業会計予算

令和3年度福井県臨海工業用地等造成事業会計補正予算（第2号）

令和３年度福井県臨海工業用地等造成事業報告書

　本年度は、産業用地34,046.09㎡を売却し、土地売却収益は232,853,697円で、これに県有財産使用料、預金利息

等の収入2,863,354円を加えた造成事業収益は235,717,051円となりました。

　一方、造成事業費用は、173,407,377円となり、この結果、差引62,309,674円の純利益を計上しました。

　また、テクノポート福井総合公園施設改修工事のほか、産業用地等環境整備等を実施しました。

　 令和3年度決算における経営成績について、事業の収益性を示す総収支比率は、営業収益の増加により、前年度

比25.1ポイント増の135.93%となり、健全経営の水準とされる100%を上回っています。また、産業用地売却率は、前年

度比0.4ポイント増の97.3%となっております。今後も企業のニーズを的確に把握し、適切な情報提供を行うことにより、

産業用地の売却を促進してまいります。

議決年月日 種　　　別 議案番号 件　　　　　名　　　　　　　　

0.0%
20.0%
40.0%
60.0%
80.0%

100.0%
120.0%
140.0%
160.0%

H29 H30 R1 R2 R3

総収支比率の推移

総収支比率

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

H29 H30 R1 R2 R3

産業用地売却率の推移

産業用地売却率

＜経営指標の推移＞

H29 H30 R1 R2 R3

133.09% 143.31% 110.83% 135.93%

99.2% 99.2% 99.2% 96.9% 97.3%

総収支比率

産業用地売却率



2　工　　　事

該当なし

（2） 改良工事の概況(100万円以上）

（3） 保存工事の概況(100万円以上）

該当なし

3　業　　務

（1）業務量

（ア）付帯工事等

　テクノポート福井総合公園施設改修工事のほか、産業用地等環境整備等を実施しました。

（イ）用地の処分等

産業用地は、エム・ネットワーク㈱、山南合成化学㈱および㈱ジャパンパワーボトラーズへ計34,046.09㎡を売却しました。

土地売却代金は、232,853,697円を収納しました。

（2）事業収入に関する事項

（3）事業費に関する事項

（1）建設工事の概要（1000万円以上）

金　　    額 金　　    額 金　　    額 比　　率

円 ％ 円 ％ 円 ％

180,576,491 100.0 235,717,051 100.0 55,140,560 130.5

134,775,564 74.6 232,853,697 98.8 98,078,133 172.8

134,775,564 74.6 232,853,697 98.8 98,078,133 172.8

45,800,927 25.4 2,863,354 1.2 △ 42,937,573 6.3

45,800,927 25.4 2,863,354 1.2 △ 42,937,573 6.3雑 収 益

対前年度比較

構 成 比 構 成 比

令和３年 度
科           目

営 業 外 収 益

営 業 収 益

造  成  事  業  収  益

土 地 売 却 収 益

令和２年 度

金　　    額 金　　    額 金　　    額 比　率

円 ％ 円 ％ 円 ％

162,937,239 100.0 173,407,377 100.0 10,470,138 106.4

162,937,239 100.0 173,407,377 100.0 10,470,138 106.4

162,937,239 100.0 173,407,377 100.0 10,470,138 106.4土 地 売 却 原 価

科　　　           目
令和２年 度

営 業 費 用

造 成 事 業 費 用

令和３年 度

構 成 比

対前年度比較

構 成 比

契約 参加
種別 者数

円
テクノポート福井総合公園施設改修工事 スタジアムベンチ更新 　 １式 8,514,000   一般 5 3.7.13

（制限）

テクノポート福井総合公園施設改修工事 ロープ柵設置 　 409m 3,154,800   一般 8 3.8.2
（制限）

　
（ベンチ更新）

（ロープ柵設置）

3.4.2

工　　　　　事　　　　　名 工 事 内 容 着工年月日 備考竣工年月日工事費

3.6.9



4　会　計

(1)　　重要契約の要旨（５００万円以上）

(2)　　その他会計経理に関する重要事項

営業外収益の使途の特定について

　雑収益として収入した消費税還付加算金1,600円については、課税支出に1,600円（特定収入）充当した。

諸収入の使途の特定について
　諸収入として収入した公営企業財務会計システム等改修業務委託に伴う費用負担金316,953円については、
　課税支出に316,953円（特定収入）充当した。
　諸収入として収入した廃車による自動車重量税還付1,366円については、職員給与等に1,366円（特定収入以外）充当した。

契　約　金　額 契　約　の　相　手　方
円

3 . 4 . 1 56,407,000 グリーン・コンソーシアム

3 . 4 . 1 8,514,000 (株)グリーンシェルター

3 . 7 . 16 20,350,000 （一社）福井県造園協会
　 　 　 　 　 　 　

環境改善対策業務

テクノポート福井総合公園管理業務委託

テクノポート福井総合公園施設改修工事（ベンチ更新）

契約年月日 契　　約　　の　　内　　容



福井県臨海工業用地等造成事業会計決算附属書



（単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 62,309,674

　　　土地売却原価 173,407,377

　　　受取利息および受取配当金 △ 112,901

　　　未収金の増減額（△は増加） 10,097,293

　　　未払金の増減額（△は減少） 200

　　　預り金の増減額（△は減少） 3,864

　　　小　計 245,705,507

　　　利息および配当金の受取額 112,901

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 245,818,408

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　土地造成事業費 △ 686,521,880

  　  消費税調整額 △ 10,641,175

　　　土地造成事業による収入 322,139

　　  他会計貸付金の返済による収入 54,857,000

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 641,983,916

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 0

　　資金増加額 △ 396,165,508

　　資金期首残高 3,079,708,003

　　資金期末残高　 2,683,542,495

令和３年度福井県臨海工業用地等造成事業キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）



款 項 目 節 金　　　額 備　　　考

造成事業収益 235,717,051
円

営 業 収 益 232,853,697

土 地 売 却 収 益 232,853,697

土地売却収益 232,853,697

営 業 外 収 益 2,863,354

雑 収 益 2,863,354

預 金 利 息 112,901

その他雑収益 2,750,453

235,717,051

款 項 目 節 金　　　額 備　　　考

造成事業費用 173,407,377
円

営 業 費 用 173,407,377

土 地 売 却 原 価 173,407,377

土地売却原価 173,407,377

173,407,377

収　益　費　用　明　細　書

収 益 合 計

費 用 合 計



(1)　造成資産

円 円 円 円

125,078,418,785 609,262,497 2,796,211 125,684,885,071       

(2)　投　　資

円 円 円 円

4,213,573,000 0 54,857,000 4,158,716,000

100,000,000 0 0 100,000,000

4,313,573,000          0 54,857,000 4,258,716,000

未 成 土 地

固　定　資　産　　　　明　細　書

資　産　の　種　類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

長 期 貸 付 金

出 資 金

合 計

資  産  の  種  類 年度当初現在高 当年度増加額 当年度減少額 年度末現在高

円円 円 円 円円

円



年　 度　 末

当年度増加額 当年度減少額 累　　   計 償却未済高

円 円 円 円

0 0 0 125,684,885,071         

固　定　資　産　　　　明　細　書

減 価 償 却 累 計 額
備考

備　　　　　　　　　　　　　　　　　考

 臨海工水への貸付（無利子）

産業廃棄物処理公社への出資（電気事業会計から引継）

円 円 円 円円



注記

第１ 重要な会計方針

1 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を

計上している。

(2) 賞与引当金

　職員の期末手当および勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、

当事業年度の負担に属する額を計上している。

2 消費税等の会計処理

　消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

第2 貸借対照表等関連

1 賞与引当金の取り崩し

　　　 　賞与引当金 2,399,000円を取り崩した。

2 退職給付引当金の取り崩し

　　　 　退職給付引当金75,072円を取り崩した。


